
尚絅学院大学・総合人間科学系・特任教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３１３１１

基盤研究(B)（一般）

2020～2018

東アジアの気候変動政策とエネルギー政策の政策形成過程の比較研究

Comparative Study on the Climate Change and the Energy Policy in East Asia

００１６４８１４研究者番号：

長谷川　公一（Hasegawa, Koichi）

研究期間：

１８Ｈ００９１９

年 月 日現在  ５   ９ ２４

円    13,300,000

研究成果の概要（和文）：韓国･台湾等の研究協力者と密接に情報交換したうえで､日本の気候変動政策の特徴を
地方自治体と中央政府との連携に見出し､自治体の二酸化炭素排出実質ゼロ宣言の波及過程とそのメカニズムを
2020年3月に実施した157自治体を対象とする質問紙調査と2021年度の神奈川県内の主要自治体を対象とする聞き
取り調査によって解明した｡ 2020年10月の日本政府のカーボンニュートラル宣言は､バックキャスティング方式
の導入という大きな転換点となった｡国と自治体双方向の垂直的な影響､自治体間の水平的な波及過程､ 横浜市な
どが有する国際都市ネットワークからの波及効果が政策変容のトリガーとなることが実証的に抽出された｡

研究成果の概要（英文）：In this study, we used the framework and knowledge of comparative policy 
making research to analyze the spread process and the mechanism of Japan's net zero carbon emission 
declaration of municipality. Especially, then Prime Minister Kan's declaration of the 2050 carbon 
neutrality in October 2020 marked a major turning point in Japan’s climate change policy, including
 the introduction of the backcasting method. The spread processes and effects from international 
inter-city networks of Yokohama were analyzed. A chain process of vertical and horizontal spillovers
 was clarified.

研究分野： 環境社会学

キーワード： 気候変動政策　パリ協定　政策比較研究　カーボンニュートラル宣言　政策形成過程　ネットワーク分
析
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は､日本における二酸化炭素排出実質ゼロ宣言の波及過程とそのメカニズムを韓国･台湾等における地方自
治体､および中央政府との協働との比較分析をとおして解明した｡とくに､2020年10月の政府によるカーボンニュ
ートラル宣言が､バックキャスティング方式の導入の意義をもち気候変動政策の大きな転換点となったことが､全
国の主要自治体への質問紙調査および神奈川県内の自治体担当者へのインタビューにおけるデータ分析の結果明
らかになったことは､大きな学術的･社会的意義を有する｡とくに国と自治体の双方向の垂直的な影響､自治体間の
水平的な波及過程､ 横浜市などの国際都市ネットワークからの波及効果などが抽出された｡

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 福島原発事故（2011 年）とパリ協定の採択（2015 年）・発効（2016 年）とのはざまで、日本を

含む東アジアは、気候変動対策の積極化、持続的で安定的なエネルギー確保、原発依存率の低減

という難題に直面している。日本・韓国・台湾は石油などのエネルギー資源に恵まれておらず、

韓国・台湾は水力発電も限られている。人口密度も高く、エネルギー多消費的な産業によって経

済成長を維持してきたなど共通性も高い。中国は世界最大の人口を抱え、世界最大の温室効果ガ

ス排出国でもある。急速な経済成長にともなって大気汚染にも悩まされてきた。風力発電・太陽

光発電の設備容量は世界最大である。福島原発事故後、伸びは抑制されているもののこれまでは

原発の拡大にも努めてきた。東アジアが、どれだけ気候変動対策に積極化しうるのか、同時に原

子力依存的なエネルギー政策から早期に脱却できるのか。気候変動政策はエネルギー政策でも

あり、エネルギー源の選択は、社会像の選択でもある。東アジアにおける気候変動政策とエネル

ギー政策の転換が、どのような社会学的な諸要因によって規定されているのかを解明すること

は、インド・ベトナム・インドネシアなどの他のアジア諸国、ロシア、カナダ、オーストラリア、

ブラジル、南アフリカ共和国などにも遡及しうる世界史的にも大きな意義を持つ今日的な問い

である。 

 ①2015 年 12 月に開催された温暖化防止パリ会議に参加し、パリ協定採択の瞬間を現地で目撃

したこと、②2015 年から始まった台湾大学の Kuei-Tien Chou 教授を編者とする Energy 

Transition in East Asia, Routledge の企画・編集に関与する中で、台湾・韓国のエネルギー

政策が、それぞれ新政権の誕生にともなって大きな転換点にあることを生々しく実感してきた。 

 パリ会議では、a) パリ協定成立にあたって 1997 年に採択された京都議定書が大きな役割を

果たしたこと、b）にもかかわらず日本政府は、京都議定書の国際的な貢献と国内的な意義を必

ずしも十分に認識していないこと、c）同会議では、日本の気候変動政策の消極性が際立ってい

たことを実感した。 

 このように現実の政策・学術にかかわる国際会議のただ中で、日本の環境社会学者として、日

本の気候変動政策・エネルギー政策の政策形成過程を規定している社会学的な諸条件を、韓国・

中国・台湾との比較の中で解明すべきことの緊急性を確信するに至った。 

 
２．研究の目的 

 本研究は、環境社会学の分析視角から、日本・韓国・中国の 3 ヶ国と台湾の気候変動政策・エ

ネルギー政策の政策形成過程の国際比較をすすめようとした。2011 年の福島原発事故と 2015 年

12 月のパリ協定締結を契機に、国際社会は、脱炭素と脱原発を両立させるようなエネルギー政

策の大転換に向かっている。台湾は 2025 年までの原発全廃を 2017年 1月に決定した。韓国も、

2017年 5月に発足した文政権が、今後 40 年以内の原発全体をめざすとして、原発拡大路線から

エネルギー政策の大転換に踏み出すことを宣言していた。このようなナショナルなレベルでの

エネルギー政策の転換とローカルなレベルでのエネルギー政策の転換との連関関係を分析しよ

うとした。 

 
３．研究の方法 

 グローバルなレベルでの分析は、気候変動政策とエネルギー政策についての包括的な情報収

集を行い、気候変動枠組条約事務局、IEA(国際エネルギー機関)、IAEA(国際原子力機関)、OECD

などが発表してきた関連データを整理した。ナショナルなレベルの分析は、日本とともに、中国・



韓国・台湾を扱い、それぞれ現地の連携協力者と協力しながら、関係問題の年表作成・主体連関

図・政策ネットワーク図を作成した。ローカルなレベルでの紛争事例として、日本については、

女川原発・浜岡原発・仙台港における石炭火力発電所建設問題、韓国については、古里第 5・第

6号機建設問題、ソウル市近郊での石炭火力発電所問題を扱った。台湾については、第四原発建

設問題、高雄市近郊での石炭火力発電所問題を扱う。中国については、コロナ禍のために現地へ

の渡航を断念せざるをえず、事例研究は行いえなかった。A)各国の連携研究者・研究協力者と協

力し、1）中央政府の政策に影響を及ぼしうる NGO/NPOを含むキープレイヤーとなる団体を各国

20 団体程度をめどにリスト化した。2）政策的な主張と影響力の大きさを考慮し、キ ープレイ

ヤーのネットワーク図を編成した。3）気候変動政策を主管する環境省と経済官庁、政府と与野

党、環境 NGO、業界団体、メディアなどのステイクホルダー的な諸勢力、4 ヶ国それぞれの国内

的ファクター、IPCCの調査報告書、温暖化防止国際会議(COP)などの国際的な動向、排出権取引

市場の動き、福島原発事故などの国際的なファクターがどのように連関して、影響力行使の場を

規定したのか、政治的機会構造と気候変動にかかわるフレーミングに着目して比較分析を行っ

た。とくにいつの時点で、どのような政治的社会的背景(政治的機会構造)のもとで、どのような

プレイヤーがどのような言明(フレーミング)にもとづいて影響力を行使したのかの解明に努め

るようにした。B)ローカルなレベルでの紛争事例については、それぞれについて年表作成・主体

連関図・政策ネットワーク図を作成し、上記のグローバルなレベル、ナショナルなレベルでの政

策との整合性、相互的な影響関係を検討した。 

 
４．研究成果 

 韓国･台湾等の研究協力者と密接に情報交換したうえで､日本の気候変動政策の特徴を地方自

治体と中央政府との連携に見出し､自治体の二酸化炭素排出実質ゼロ宣言の波及過程とそのメカ

ニズムを 2020 年 3月に実施した特別区・特例市以上の全国 157自治体を対象とする質問紙調査

（首長意向調査有効回答 93票（回収率 59.2％）、担当部局調査有効回答 146票（回収率 93.0％））

と 2021 年度の神奈川県内の主要自治体を対象とする聞き取り調査によって解明した｡ 2020 年

10 月の政府のカーボンニュートラル宣言は､バックキャスティング方式の導入という政策目標

の大きな転換点となった｡国と自治体双方向の垂直的な影響､自治体間の水平的な波及過程､ 横

浜市などが有する国際都市ネットワークからの波及効果が政策変容のトリガーとなることが実

証的に抽出された｡とくに 2020 年の質問紙調査から、二酸化炭素排出実質ゼロ宣言済み自治体

の首長の姿勢を規定している主要因は、国内外の動向やエネルギー政策への関心が高いこと、気

候変動政策への関心が高いこと、域内の排出源を課題として捉える姿勢などであることが因子

分析の結果示された。また宣言済み自治体の首長は、地域新電力や自治体電力に関心を持ち、再

生可能エネルギーの普及に積極的な傾向が見られた。 
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